
 

 
（別紙） 

知事部局等の主要増減項目 
 

（令和４年４月） 増員計 2,140人 減員計 △1,989人 差引   151人 
 

【増員】 

○ デジタル化の推進に係る執行体制の強化 

・ デジタルサービス局におけるＤＸ推進体制の強化〈デジ 86〉 

・ 税務基幹システムの再構築〈主税 10〉 

○ 新型コロナウイルス感染症対策に係る体制の強化 

・ 感染症対策部の執行体制強化〈福保 22〉 

・ 都保健所の感染症対策に係る体制強化〈福保 10〉 

○ 地震、水害対策に係る体制の強化 

・ 無電柱化事業の推進（島しょ含む）〈総務、建設、港湾 16〉 

・ 調節池の整備〈建設４〉 

○ 「ゼロエミッション東京」の実現に係る執行体制の強化 

・ 都有施設・都営住宅への太陽光発電設備の設置等の推進〈財務、環境、住政 23〉 

・ 新築住宅等への太陽光発電設備の設置標準化〈環境３〉 

○ 児童相談体制の強化 

・ 児童相談所の児童福祉司及び児童心理司の増員〈福保 57〉 

・ 一時保護所における体制強化〈福保４〉 

（組織改正） 

○ 戦略広報部の設置〈政策 71〉 

○ オリンピック・パラリンピック調整部の設置〈政策 47〉 

○ スポーツ総合推進部の設置〈生スポ 120〉 

○ スポーツ施設部の設置〈生スポ 77〉 

○ 都民安全推進部の設置〈生スポ 46〉 

○ 子供政策連携室の設置〈子供 39〉 

○ 民間住宅部の設置〈住政 78〉 

など 

 



 

【減員】 

○ 東京 2020大会終了に伴う執行体制の見直しによる減〈各局△148〉 

○ 総務事務の集約化やＤＸ推進に伴う執行体制の見直しによる減〈各局△64〉 

（組織改正） 

○ 広報広聴部の移管に伴う減〈生文△49〉 

○ オリンピック・パラリンピック準備局の廃止〈オリ△373〉 

○ 都民安全推進本部の廃止〈都安△37〉 

○ 民間住宅部の設置に伴う住宅企画部の体制見直しによる減〈住政△69〉 

など 

 

 

（令和４年７月） 増員計   32人 減員計 △6,870人 差引 △6,838人 

 

【増員】 

○ 都立病院支援部（仮称）の設置等〈福保 32〉 

 

【減員】 

○ 都立病院の地方独立行政法人移行に伴う減〈病院△6,870〉 

 


